
 

様式Ｃ－１９ 

 

科学研究費助成事業（科学研究費補助金）研究成果報告書 
平成 25 年 6月 10日現在 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
研究成果の概要（和文）： 
本件研究では、東南アジアの自動車産業・自動車部品産業の政策・発展の課題に着目し、タイ・
マレーシア・インドネシアのアセアン 3カ国の自動車産業の発展の歴史、部品調達ネットワー
ク、生産・貿易の動向並びに国際競争力について分析した。タイ自動車産業は、近年急速な成
長を遂げており、2012 年に自動車生産台数は 248万台に到達し、世界第 9位の自動車生産国と
なった。また、インドネシア自動車産業は、タイには劣るものの 近年、順調な成長をしてお
り、2012 年に初めて 100 万台の生産台数を記録し、世界の 17 位の地位を誇るまでに至った。
一方、マレーシアの自動車産業は緩やかな成長に留まり、2012年度の生産台数は 57.2 万台
（世界 22 位）である。各国の部品メーカーの数を比較すると、タイは 2390 社、インドネシ
ア 850 社、マレーシア 690 社である。輸出に関しては、タイの自動車産業は生産台数約半数を
世界中に輸出する東南アジアの自動車輸出拠点として成長している。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study examines the development of the automotive industry, parts procurement 
networks, production and export trends, and the competitiveness of three ASEAN countries 
such as Thailand, Malaysia, and Indonesia. In recent years, the Thai and Indonesian 
automotive industry has developed rapidly, accounting for 2.48 million units of vehicle 
production (the 9th biggest producer) and 1 million (the 17th) in the world in 2012, 
respectively. By contrast, the Malaysian automotive industry has been developing very 
slowly, accounting for 0.57 million units (the 22nd). With regards to the number of parts 
suppliers, Thailand, Indonesia, and Malaysia account for 2,390 firms, 850 firms, and 690 
firms, respectively. With regards to export, Thailand has developed as an export platform 
in Southeast Asia, exporting a half of their production.   
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１．研究開始当初の背景 
   
自動車産業は、完成車 1台に対して 2万点

以上の部品を必要とする組立産業であり、裾

野産業の発展という点において発展途上国

の工業化に極めて重要な役割を担ってきた。

東南アジアの自動車産業において、タイ、イ

ンドネシア、フィリピン政府は、外資系企業

を誘致し、これらの企業を保護する一方で、

ローカルコンテント規制を課すことにより、

現地調達率を高め、自国の自動車産業の付加

価値を高める外資系企業中心の自動車産業

の発展を促進した。とりわけ、日系自動車メ

ーカーは外資系企業の大半を占め、雇用促進

及び技術移転の点において現地の自動車産

業の発展に寄与してきた。一方、マレーシア

では、政府が日本企業である三菱自動車及び

ダイハツの資本・技術提携を行い、国営企業

であるプロトン社とプロドア社を設立し（こ

れらの国営企業は一般的にマレーシアの国

民車として捉えられている）、高関税による

国内市場の保護・レントを与えることにより

自動車産業の振興を行った。以上のように、

アセアン 4諸国は、自動車振興政策の初期段

階では幼稚産業の保護、部品や材料の現地調

達を求めるローカルコンテント規制をはじ

めとする保護政策を用いていた。しかし、近

年の世界貿易機関（WTO）によるローカルコ
ンテント規制及び外資・内資の差別撤廃等の

自由貿易政策の推奨により、（アセアン諸国

を含む）途上国諸国が保護政策を用い、産業

発展を推進できる機会は減少している。 

 
 
２．研究の目的 
東南アジア諸国は、WTOの設立後、90 年

代後半～2000 年前半の期間に、現地調達率規

制及びその他の規制を撤廃し、自動車産業の

自由化政策を導入した。本研究は、自由化の

波に取り巻かれた東南アジア自動車産業の

発展の課題と可能性を自動車組立産業・自動

車部品産業及び部品貿易の視点から検証す

ることを目的とした。さらに、自由化政策の

もとの自動車産業・振興政策に着目して、ど

のように自動車産業の現地調達率を高め、現

地の自動車部品メーカーを育成しているか

明らかにすることを目的とした。 

 
３．研究の方法 
 

(1)まず、第一段階として、国内で文献調査

を行い、国内外の東南アジア自動車産業の研

究を分析した。また、World Trade Atlas、 
UNCOM Tradeの貿易データベース及び
Fourin（自動車年鑑）を用い、自動車産業の
データ収集を行った。  

 

(2)上記を基盤に、文献調査で得ることので

きないデータ・情報を収集する目的で、下記

の通り、タイ・マレーシア・インドネシアに

て現地ヒアリング調査を実施した。 

 

＜2010 年度 タイ＞ 

主な訪問先：タイ自動車工業会、タイ自動車

部品工業会、タイ・トヨタ自動車、タイ・三

菱自動車、タイ・デンソー、タイ矢崎総業、

タイサミット、タイ財務省、タイ投資局、Ｕ

ＮＥＣＡＰ、タマサート大学等 

 

＜2011 年度 マレーシア・シンガポール＞ 

主な訪問先：マレーシア自動車工業会、マレ

ーシア自動車部品工業会、マレーシア自動車

インスティチュート、マレーシア経済産業省、 

在マレーシア日本大使館、ＪＥＴＲＯ クア

ラルンプール、マラヤ大学、マレーシア・日

本国際工科大学、トヨタ・シンガポール等 



＜2012 年度 インドネシア＞ 

インドネシア自動車工業会、インドネシア自

動車部品工業会、アストラ・トヨタ自動車、

インドネシア日産自動車、インドネシア三菱

自動車、インドネシア工業省、インドネシア

貿易省、インドネシア投資調整局、在インド

ネシア日本大使館、ＪＥＴＲＯ ジャカルタ

等 

 

(3)上記の文献調査・現地調査の結果を纏め、

タイ・マレーシア自動車産業のワーキング・

ペーパーを作成した。さらに、セミナーでの

発表を通じ、研究者からのフィードバックを

反映させ、論文の修正を行い、Journal 
Citation Report (Impact Factor)にランクさ
れている国際査読付学術誌に投稿をおこな

った。なお、現在、2本の論文が出版予定、1

本が査読審査中、1本が 6月末に投稿予定、

及び１本が執筆中である。 

 
 
４．研究成果 
 

＜タイ自動車産業＞ 

タイの自動車産業は、60年代より、完成車

の組立てを開始し、90年代後半まで、ローカ

ルコンテント規制を課すことにより、部品の

現地調達率を高め、産業の高度化を図ってき

た。WTOルールにより、タイ政府は 2000 年
にローカルコンテンツ規制を撤廃し、自動車

産業の自由化政策を施策した。 

これを受けて、2002 年より Product 
Champion制度（特定車種を選定）を導入し、
特定車種の物品税を減免することにより消

費者の需要を拡大すると同時に、自動車メー

カー及びその部品メーカーに対して、特定車

種の新規投資における法人税の減免を付与

することにより、投資を拡大する自動車産業

政策を導入した。なお、減免を受ける為には、

エンジン部品主要５品目中４部品は現地生

産を行う必要がある。この政策はローカルコ

ンテンツ規制とは異なり、WTO ルールの

TRIMs規定の Positiveな政策に分類するこ
とが出来る。初代の Product Championには
ピックアップ・トラック、2008 年の 2代目の

Product Championにはエコカー(1300cc 以
下)が選定され、その結果、トヨタは日本国

内のピックアップ・トラック生産及び R&D
機能を全てタイに移管した。また、エコカー

に関して、日産自動車は、日本国内のマーチ

の生産を全てタイに移管し、2010 年より、タ

イから日本に逆輸入する企業戦略を採用し

た。これに伴い日本からのタイ投資が増大し、

部品産業の集積が急速に発展し、タイの自動

車生産台数は 2000 年の 41 万台から 2012 年

には 248 万台に拡大した。その結果、タイの

自動車生産台数はイギリス、イタリア、フラ

ンス、スペインを抜き世界 9位の地位を獲得

するまでに至った。また、タイは、生産台数

の半数を輸出しており、とりわけ、上記 2車

種の世界的輸出拠点として急速に発展して

いる。 

なお、タイの自動車・自動車部品産業の構

造は、組立てメーカー16社、１次サプライヤ

ー690 社（その資本内訳は、外国資本が過半

数以上の株式所有する合弁会社 47％、タイ

資本過半数以上の株式所有する合弁会社

30％、タイ資本 23％）、2次・3次サプライヤ

ーは 1700 社（タイ資本）であり、計 2390 社

の部品メーカーが存在する。また、タイにお

ける現地部品調達率は高く、日系メーカーは

70-80％の部品をタイで調達し、残りの

15-20％をアセアン域内、5％程度日本か調達

していることが分かった。 

 
 

＜マレーシア自動車産業＞ 

マレーシアの自動車産業もタイ同様、1960

年中旬より、外資系メーカーが市場に参入し、



完成車の組立てを開始した。1980 年代に入り、

マレーシア政府は政府主導の国民車構想を

発表し、1983 年に三菱自動車との合弁会社、

プロトン社、1993 年には、ダイハツとの合弁

会社、プロドア社を設立した。その結果、2000

年前半まで、マレーシア政府は高関税による

国内市場の保護、とりわけ、国民車に対して

は、補助金及び免税等の様々な優遇措置を与

えることにより自動車産業の振興を行って

きた。 

しかし、WTO及び AFTAの自由化の圧力
により、マレーシア政府は 2004 年にデリー

ション・プログムを撤廃し、2006 年には自動

車産業の自由化に対応した新国家自動車政

策 (New Automotive Policy) を導入した。   
マレーシア政府は自動車産業の自由化を

図っているが、国民車、とりわけ、経営不振

のプロトン社を救済する為に、マレーシアに

は依然として様々な保護色の強い政策が存

在する。2006 年に産業調整基金(Industrial 
Adjustment Fund)、産業リンケージプログ
ラム(Industrial Linkage Program)を導入
して、政府の補助金及び物品税を、国民車メ

ーカーが有利になるように、自動車メーカー

の現地調達率に応じた水準で付与する制度

を構築した。また、WTOのルールに反する、
Approval Permits (AP) 制度と呼ばれる、ク
オータ（輸入車の数量規制）制度及び製造ラ

イセンス許可制度が存在する。これらの政策

の結果、自動車分野における海外投資は少な

く、タイ・インドネシアと比較すると、マレ

ーシアの自動車産業の発展は比較的緩やか

な成長に留まっている。また、アセンブラー

（自動車メーカー）数はタイとほぼ同数であ

るにかかわらず、自動車部品企業数はタイの

2390 社に対して、マレーシアは 690 社と、3

分の１以下となっており、裾野産業の発展が

急務となっていることが調査により明らか

になった。なお、マレーシアの自動車メーカ

ーの現地部品調達率は、プロトンは約 90％、

プロドア 70％、日系メーカーは 40-50％と推

測されている。なお、主に、タイ・日本から

自動車部品の輸入を行っている。 

 
 

＜インドネシア自動車産業＞ 

インドネシアは、東南アジア諸国において、

最初に自動車組立産業が設立された歴史を持

ち、1920年代より、完成車の生産を行ってい

る。しかし、戦後におけるインドネシアの自

動車産業は緩やかな発展に留まってきた。 

インドネシア政府は、1960年代よりデリー

ション・プログム、1993年より現地調達率と

完成率をリンクさせたインセンティブ・シス

テムを導入し、90年代後半まで現地調達率を

高める（部品産業の発展）政策を施行してき

た。また、1996年からは、自国ブランドの自

動車産業を育成するために、外資系・自国ブ

ランドを差別する関税政策を導入した。しか

しながら、アジア通貨危機の結果、世界銀行・

ＩＭＦの構造調整プラグラムを導入し、自動

車産業は自由化されることとなった。2000年

代前半は、自国ブランドの自動車育成政策の

失敗を受けて、自動車産業育成政策の導入は

行われなかったが、2009年より、ロー・コス

ト・グリーンカー（環境に優しい低価格自動

車）の振興政策が提唱され、近年、インドネ

シアの自動車産業は急速に成長している。 

2000年から2012年の期間にインドネシアの

自動車生産台数は約5倍に拡大し、2012年に初

めて生産台数は100万台を突破し、世界の17

位の地位を誇っている。インドネシア自動車

産業において、アセンブラー（自動車メーカ

ー）数はタイとほぼ同数であるにかかわらず、 

自動車部品企業数はタイの2390社に対して、

インドネシアは850社と、3分の１程度となっ

ている。また、各メーカーの現地調達率は70 



％だが、部品の素材輸入が約50％であり、実

際の現地調達率は35％程度が推定されている。

本調査より、インドネシアの自動車産業は 

裾野産業の発展が急務となっていることが明

らかになった。なお、部品貿易は増えている

ものの、依然、輸入が輸出を上回いる現状で 

ある。 

 
 

＜今後の研究の方向性＞ 
 

現在、インドネシア自動車産業に関する論

文を執筆中で、本年 9月に初稿完成を目標と

している。 

今後の研究予定としては、フィリピン・ベ

トナムの自動車・自動車部品産業の研究を行

う予定である。最終的には、アセアン 5カ国

の自動車・自動車部品産業の比較研究を行い

たいと考えている。 

なお、2013 年度の科研費を申請したが、残

念ながら不採択になってしまったので、現在、

その他の研究資金を探している。 
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